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地域在住自立高齢者における転倒リスクの関連要因とその性差
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目的 地域在住自立高齢者の転倒リスクとその関連要因および性差を検討した。

方法 京都府亀岡市の65歳以上の全高齢者の中で要介護 3 以上を除く18,231人に対して2011年 7～
8 月に行った自記式留め置き式質問紙調査への回答者13,159人のうち（回収率72.2），要支

援・要介護認定者を除く「自立高齢者」12,054人について分析した。調査票は個別に配布し郵

送で回収した。調査内容には，基本属性，鳥羽らによる転倒リスク簡易評価指標 5 項目，日常

生活圏域ニーズ調査基本チェックリスト25項目，老研式活動能力指標13項目を用い，高齢者の

諸機能や生活機能の低下の有無を示す 9 つの指標（◯運動機能，◯低栄養，◯口腔機能，◯閉

じこもり，◯物忘れ，◯うつ傾向，◯ IADL，◯知的能動性，◯社会的役割）で調査した。分

析は，性，年齢別の転倒リスクとその関連要因および性差をカイ二乗検定とロジスティック回

帰分析により把握し，9 つの評価指標を独立変数，年齢と教育年数を共変量，転倒リスクを従

属変数とするロジスティック回帰分析（ステップワイズ法）を行って各要因による転倒リスク

への独立した影響を性別ごとに分析した。

結果 本調査回答者の過去 1 年間の転倒率は20.8で，転倒リスク高群は26.6であった。転倒リ

スクは，男女とも加齢とともに高くなり，女性はすべての年齢層において男性よりも高かっ

た。また，男女とも，すべての評価指標と転倒リスクとの関連がみられ，それぞれの要因を調

整した結果では，男性は運動機能，低栄養，口腔機能，物忘れ，うつ傾向，IADL に，女性は

運動機能，口腔機能，物忘れ，うつ傾向，IADL に有意な関連がみられ，運動機能低下は男女

とも最も強い要因であった。性差では，低栄養，口腔機能は男性の方に，IADL，知的能動性

は女性の方に転倒リスクとの関連が強かった。

結論 地域在住自立高齢者の 5 人に 1 人は過去 1 年間に転倒を経験し，4 人に 1 人は転倒リスクを

有していた。転倒リスクと 9 つすべての評価指標との間に有意な関連がみられ，とくに男女と

も運動機能低下が最も大きかった。また，転倒リスクに影響する要因に性差がみられ，性別を

考慮した支援策が必要と示唆された。

Key words転倒リスク要因，地域在住自立高齢者，性差，高齢者集団全数調査
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 は じ め に

急速にすすむ高齢化は世界的な現象であるが，と

りわけ諸外国に類をみない速度で進行するわが国に

とっては，高齢者の健康維持とクオリティ・オブ・

ライフ（QOL）の向上は保健医療福祉の観点から

最重要課題となっている。

厚生労働省によると，高齢者の QOL を低下させ

る要因のひとつであるけがや転倒は，要支援・要介

護認定の原因の約10を占めている1)。転倒の発生

頻度については，各国によって幅があるものの，世

界的には65歳以上の約28～35が過去 1 年間に転倒

している2)と報告されている。わが国では，高齢者

の約20が毎年転倒したとの報告があり3)，地域在

住の高齢者では12.7～20.8となっている4)。性

別では，過去 1 年間の転倒経験は，男性よりも女性

に多いとする報告4,5)と，男性と女性で差がなかっ

たという報告6,7)があり，性差の見解は一致してい

ない。年齢との関連では，高齢になるにしたがって

転倒の発生率は上昇するが5,6)，この傾向はとくに

女性に顕著で，男性においては有意な関連が認めら

れなかった7)との報告もある。いずれにしても転倒

は，高齢者にとって健康阻害の重要なリスクファク

ターであることは明らかであり，社会問題としても

見逃すことのできないものとなっている。

転倒はさまざまな要因によって発生し，年齢，性

別，人種，疾患などの生物学的リスク，多剤服薬や

過度のアルコール摂取，運動不足などの行動的リス

ク，家庭や公共施設などの環境的リスク，低所得，

教育レベルなどの社会経済的リスクが指摘されてい

る2,8)。

また，予防を視野に入れた公衆衛生的な観点か

ら，転倒そのものをアウトカムとするのではなく，

転倒を引き起こすリスクを評価指標にすることの意

義は大きいといえる。鳥羽らは，将来を予測した転

倒のリスク簡易評価指標を開発し9)，Okochi らは，

この指標が感度68，特異度70でその後 6 か月間

の転倒を予測できるとの信頼性，妥当性を検証し

た10)。

この転倒リスク指標を用いて検討した研究は緒に

就いたばかりであり，どのような要因がどの程度転

倒リスクに関連しているかについては十分明らかに

されていない。

そこで本研究では，転倒予防のポピュレーション

介入のための予備的研究として，鳥羽らによって開

発され，Okochi らによって将来予測可能性が検証

されている指標9,10)を用いて，地域在住自立高齢者

の転倒リスクとその関連要因および性差について検

討することとした。

 研 究 方 法

. データ収集方法

調査対象の亀岡市は，京都府の中部に位置し，高

度経済成長期以降，京都市のベッドタウンとして発

展してきた人口93,306人（H.23年）の中規模市町

村である。平成23年の統計では，出生率（人口千対）

8.0，死亡率9.5，高齢者割合20.8の地域であ

る11～14)。

本研究では，平成23年 7 月 1 日時点の亀岡市の65
歳以上の全高齢者の中で要介護 3 以上を除く18,231
人に対して行った自記式留め置き式質問紙調査への

回答者13,159人のうち（回収率72.2），要支援・

要介護認定者を除く，いわゆる「自立高齢者」

12,054人について分析した。12,054人の内訳は，男

性5,598人，女性6,456人である。年齢区分では，74
歳までの前期高齢者が60（男性62，女性58），

75～84歳までの後期高齢者が34（男性32，女性

35），85歳以上の超後期高齢者は 6（男性 5，

女性 8），平均年齢は，73.7±6.3歳（男性73.3±

6.1歳，女性74.0±6.5歳）である。調査票は個別に

配布し郵送で回収した。調査期間は，2011年 7～8
月である。

. 調査内容

調査内容は，基本属性の他，鳥羽らによる転倒リ

スク簡易評価指標 5 項目9)，厚生労働省が提示した

日常生活圏域ニーズ調査基本チェックリスト25項
目15)，老研式活動能力指標13項目16)の合計 4 領域45
項目を用いた。

厚生労働省が提唱する基本チェックリストは，要

介護認定をスクリーニングするために作成された25
項目からなる調査票で，約 1 万人を対象に実施した

調査結果をふまえて作成され17)，一定の手法による

特定高齢者の決定および自治体間の介護予防事業の

効果を比較評価する際に活用することを想定してい

る18)。また，この基本チェックリストの要介護認定

発生の予測妥当性は，遠又らによって検証され19)，

虚弱判定にも活用されている20)。高齢者を対象とし

た諸研究においても，基本チェックリストを用いた

研究が散見され20～23)，知見の積み重ねもすすめら

れている。本研究では，これらの基本チェックリス

トおよび老研式活動能力指標を用いて，高齢者の諸

機能や生活機能の低下の有無を示す 9 つの指標で調

査した。それぞれの調査項目と評価指標は下記のと

おりである。

1) 基本属性

基本属性として，性，年齢，家族構成，教育年
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数，経済状況，介護の必要性，日中一人の頻度，主

観的健康感を調査した。

2) 転倒リスクの評価

鳥羽らが開発した転倒リスク簡易評価指標9)を用

いた。転倒リスク簡易評価指標は，「過去 1 年間に

転倒したことがある（5 点）」，「歩く速度が遅くな

った（2 点）」，「背中が丸くなってきた（2 点）」，

「杖を使用している（2 点）」，「5 種類以上の服薬を

している（2 点）」の 5 項目からなり，これらに

「はい」，「いいえ」で回答し，その合計点（範囲 0

13点）を算出して，6 点をカットオフ9)としてリス

ク低群（5 点以下），リスク高群（6 点以上）に区分

した。

3) 各評価指標

◯運動機能本来は，「階段を手すりなしで昇

る」，「椅子から何もつかまらずに立つ」，「15分くら

い続けて歩く」，「この 1 年間で転倒した」，「転倒の

不安が大きい」の 5 項目であるが，このうち「この

1 年間で転倒した」は，転倒リスクと重複する項目

であるため除外し 4 項目とした。

◯低栄養「6 か月間で 2～3 kg 以上体重が減少し

た」，「BMI が18.5未満」の 2 項目。

◯口腔機能「固いものが食べにくくなった」，

「お茶や汁物等でむせる」，「口の渇きが気になる」

の 3 項目。

◯閉じこもり「週に 1 回以上外出する」，「昨年

に比べて外出の回数が減少した」の 2 項目。

◯物忘れ（認知機能）「いつも同じことを聞くと

言われる」，「電話番号を調べてかける」，「今日が何

月何日かわからない時がある」の 3 項目。

◯うつ傾向（ここ 2 週間）「充実感がない」，「楽

しめない」，「おっくうに感じる」，「自分が役に立つ

人間と思えない」，「疲れを感じる」の 5 項目。

◯ IADL（手段的 ADL）「一人で外出している

か」，「日用品の買い物をしているか」，「食事の用意

をしているか」，「請求書での支払いをしているか」，

「預貯金の出し入れをしているか」の 5 項目。

◯知的能動性「書類の記載できるか」，「新聞を

読むか」，「本や雑誌を読むか」，「健康関連の記事に

関心があるか」の 4 項目。

◯社会的役割「友人宅を訪問する」，「家族や友

人の相談にのる」，「病人を見舞うことができる」，

「若い人に話しかける」の 4 項目。

これらの評価指標は，各質問項目の「はい」また

は「できない」に 1 点を配し，その合計をスコアと

して，それぞれの基準16,18)に基づいて「該当なし」

または「問題なし」の群と「該当あり」または「低

い」の群の 2 群に区分した。

. 倫理的配慮

本研究は，京都府立医科大学医学倫理審査委員会

の承認を得て分析を実施した（平成24年 1 月16日付

承認第 E363号）。調査対象者への説明にあたって

は，調査の目的，得られた情報は目的以外に使用し

ないこと，個人情報保護条例に基づき厳正に取り扱

うことを文書で説明し，調査票の返送をもって同意

を得たと判断した。また，日常生活圏域ニーズ調査

のデータの使用にあたっては，疫学研究に関する倫

理指針を遵守し個人情報が漏出しないよう留意した。

. 分析方法

単純集計を行って対象の背景を検討した後，性，

年齢と転倒リスクのクロス集計を行い，カイ二乗検

定により性，年齢による転倒リスクの関連を分析し

た。また，年齢区分ごとに性と転倒リスクのオッズ

比（男性＝1）を算出して転倒リスクの性差を分析

した。次いで，性別に層化して，転倒リスクの低

群・高群と上記 9 つの評価指標とのクロス集計を行

い，カイ二乗検定により転倒リスクとこれら指標と

の関連を分析するとともに，評価指標を独立変数，

年齢と教育年数を共変量，転倒リスクを従属変数と

するロジスティック回帰分析を各指標ごとに行い，

転倒リスクへの影響度を分析した。あわせて，各評

価指標を独立変数，性，年齢，教育年数，性×各評

価指標の交互作用項を共変量，転倒リスクを従属変

数とするロジスティック回帰分析を行い，転倒リス

クに関連する要因毎の性差を分析した。

さらに，性別に層化して，9 つの評価指標を独立

変数，年齢と教育年数を共変量，転倒リスクを従属

変数とするロジスティック回帰分析（ステップワイ

ズ法）を行い，選択された変数（要因）による転倒

リスクへの独立した影響を分析した。なお，データ

に無回答がある場合，「該当あり」に区分する研

究19)と「該当なし」に区分する研究21)の両方みられ

るが，いずれにしても実際の回答とは異なるため，

本研究では欠損値として処理した。統計ソフトは

IBM SPSS Statistics 19.0j for Windows を用い，有意

水準は両側 5未満とした。

 研 究 結 果

家族構成は，ひとり暮らしが全対象者の13を占

め，男女別では，女性（18）は男性（7）に比

べ2.6倍多かった（P＜0.001）。教育年数は，10～12
年が47で最も多く，次いで 7～9 年29，13～15
年13の順であった。男性は女性に比べ高学歴の者

が多かった（P＜0.001）。経済状況では，男女とも

に67が「苦しい・やや苦しい」と答えていた。本

研究の対象者は要介護認定を受けていない者であっ
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表 性別年齢別転倒リスクと性による比較

区 分

年 齢 区 分
合 計

人数（)

x 二乗
検定
P 値65～69歳 70～74歳 75～79歳 80～84歳 85歳以上

人数（) 人数（) 人数（) 人数（) 人数（)

男性

（n＝5,598)

転倒リスク低群（5 点以下) 1,474( 86.2) 1,119( 80.6) 702( 72.8) 361( 66.1) 115( 48.3) 3,771( 77.8)
＜0.001転倒リスク高群（6 点以上) 235( 13.8) 269( 19.4) 262( 27.2) 185( 33.9) 123( 51.7) 1,074( 22.2)

分析対象数1) 1,709(100.0) 1,388(100.0) 964(100.0) 546(100.0) 238(100.0) 4,845(100.0)

女性

（n＝6,456)

転倒リスク低群（5 点以下) 1,472( 82.7) 1,134( 76.8) 705( 63.3) 336( 49.1) 141( 35.3) 3,788( 69.4)
＜0.001転倒リスク高群（6 点以上) 309( 17.3) 343( 23.2) 409( 36.7) 349( 50.9) 259( 64.8) 1,669( 30.6)

分析対象数1) 1,781(100.0) 1,477(100.0) 1,114(100.0) 685(100.0) 400(100.0) 5,457(100.0)

性差

x 二乗検定 P 値 0.004 0.014 0.001 ＜0.001 0.001 ＜0.001
オッズ比（男性＝1)
（95信頼区間)

1.16
（1.051.28)

1.13
（1.021.25)

1.28
（1.151.42)

1.50
（1.301.71)

1.40
（1.141.70)

1.27
（1.211.34)

注1) 分析対象数は，性，年齢，転倒リスクすべてに回答のあった人数（欠損を除く)
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たが，普段の生活で誰かの介護・介助が必要と答え

た者は，男女ともに約10存在していた。昼間独居

は，男女ともに20程度が「ない」と答えていたが，

約80の者は「よくある・たまにある」と答えてい

た。

主観的健康感では，男性79.3，女性81.3が

「とても健康・まあまあ健康」と答え，「あまり健康

でない・健康でない」と答えたのは男性20.7，女

性19.7であった。

. 地域在住自立高齢者の転倒経験および転倒リ

スクの実態

調査対象者のうち，過去 1 年間に転倒経験があっ

た者は，全体では20.8であり，女性22.8が男性

18.4より有意に高率であった（P＜0.001）。
表 1 には，転倒リスクの性別，年齢区分別の人数

と割合を示した。将来を予測した転倒リスク得点

（範囲 013点）をカットオフ（5 点以下/6 点以上)9)

で低群，高群の 2 群に群分けすると，73.4が低群，

26.6が高群であった。高群への出現割合は女性

30.6が男性22.2より有意に高率であった（P＜

0.001）。年齢区分別にみると，男女とも高齢になる

にしたがって転倒リスク高群が増えた（男女とも P
＜0.001）。また，女性の年齢区分別転倒リスクは，

男性の1.1～1.5倍であり（P＜0.001），とくに80歳
以上で高くなった。

. 転倒リスクに関連する要因と性差

表 2 には，性別に層化して行った 9 つの評価指標

と転倒リスク高低群のクロス集計の結果を示した。

男性，女性ともに，転倒リスクは，運動機能，低栄

養，口腔機能，閉じこもり，物忘れ，うつ傾向，

IADL，知的能動性，社会的役割のすべての評価指

標と有意な関連を示し，各評価指標のレベルが低い

ほど転倒リスク高群が高率であった。

表 3 には，性別に層化して評価指標ごとに行っ

た，評価指標を独立変数，年齢，教育年数を共変

量，転倒リスクを従属変数とするロジスティック回

帰分析の結果を示した。男女ともにすべての評価指

標において有意な関連がみられ（すべて P＜

0.001），各指標とも「該当あり」は「該当なし」に

比べて転倒リスクが有意に高かった。そのうち最も

強く関連したのは，運動機能低下（男性 OR＝

6.03，女性 OR＝4.92）で，次いで口腔機能低下で

あった。

これら転倒リスク関連要因の性差は，低栄養（P
＝ 0.032），口腔機能（P＝ 0.035）， IADL（P＜

0.001），知的能動性（P＝0.021）に認められ，低栄

養，口腔機能低下による転倒リスクへの影響は男性

が強く，IADL，知的能動性の低下による転倒リス

クは女性が強かった。運動機能，閉じこもり，物忘

れ，うつ傾向，社会的役割は，転倒リスクとの関連

は認められたが，性差はみられなかった。

表 4 には，要因相互の影響を制御して各要因が転

倒リスクにどの程度影響しているかを分析するため

に行った，9 つの評価指標を投入したロジスティッ

ク回帰分析（ステップワイズ法）の結果を示した。

その結果，転倒リスクとの間に有意な関連がみられ

た要因は，男性では，運動機能（OR＝3.76），低栄

養（OR＝2.85），口腔機能（OR＝2.24），物忘れ

（OR＝1.64），うつ傾向（OR＝1.88），IADL（OR
＝1.34）であり，女性では，運動機能（OR＝3.35），
口腔機能（OR＝1.63），物忘れ（OR＝1.47），うつ

傾向（OR＝1.93），IADL（OR＝1.84）であった。

 考 察

本研究の目的は，転倒予防のポピュレーションア

プローチとして，「自立高齢者」の転倒を予防する
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表 性別にみた転倒リスク高低別の評価結果

リスク評価指標

男 性 女 性

分析
対象数1)

転倒リスク
x 二乗
検定
P 値

分析
対象数1)

転倒リスク
x 二乗
検定
P 値

低 群
（5 点以下)
人数（)

高 群
（6 点以上)
人数（)

低 群
（5 点以下)
人数（)

高 群
（6 点以上)
人数（)

1 運動機能（4 項目)2)

該当なし（0～2 点)
5,018

3,326(93.2) 655(65.2)
＜0.001 5,674

3,089(87.1) 764(49.9)
＜0.001

該当あり（3 点以上) 241( 6.8) 350(34.8) 457(12.9) 768(50.1)

2 低栄養（2 項目)

該当なし（0～1 点)
4,797

3,360(98.8) 874(95.1)
＜0.001 5,348

3,323(98.1) 1,305(96.2)
＜0.001

該当あり（2 点) 42( 1.2) 45( 4.9) 65( 1.9) 52( 3.8)

3 口腔機能（3 項目)

該当なし（0～1 点)
5,327

3,068(82.7) 574(54.5)
＜0.001 6,071

3,095(83.7) 960(59.9)
＜0.001

該当あり（2 点以上) 644(17.3) 480(45.5) 601(16.3) 642(40.1)

4 閉じこもり（1 項目)

該当なし（週 1 回以上外出)
5,417

3,489(94.7) 918(87.1)
＜0.001 6,243

3,441(92.7) 1,316(80.4)
＜0.001

該当あり（週 1 回外出なし) 196( 5.3) 136(12.9) 272( 7.3) 321(19.6)

5 物忘れ（3 項目)

該当なし（0 点)
5,346

2,413(65.0) 430(41.0)
＜0.001 6,142

2,687(72.5) 806(50.0)
＜0.001

該当あり（1 点以上) 1,302(35.0) 620(59.0) 1,017(27.5) 807(50.0)

6 うつ傾向（5 項目)

該当なし（0～1 点)
4,938

2,762(77.7) 462(47.9)
＜0.001 5,513

2,681(76.8) 702(48.3)
＜0.001

該当あり（2 点以上) 791(22.3) 503(52.1) 809(23.2) 752(51.7)

7 IADL（5 項目)

問題なし（5 点)
5,313

3,103(85.6) 728(71.0)
＜0.001 6,113

3,498(95.2) 1,231(77.3)
＜0.001

低い（4 点以下) 524(14.4) 298(29.0) 176( 4.8) 362(22.7)

8 知的能動性（4 項目)

問題なし（4 点)
5,349

2,585(70.7) 601(58.0)
＜0.001 6,094

2,809(76.5) 894(56.5)
＜0.001

低い（3 点以下) 1,069(29.3) 435(42.0) 861(23.5) 688(43.5)

9 社会的役割（4 項目)

問題なし（4 点)
5,269

1,948(53.8) 400(39.4)
＜0.001 6,001

2,415(66.5) 749(47.6)
＜0.001

低い（3 点以下) 1,673(46.2) 616(60.6) 1,215(33.5) 824(52.4)

注1) 分析対象数は，性，転倒リスク，各判定項目すべてに回答した欠損値を除く人数
注2) 運動機能評価は本来 5 項目だが，「過去 1 年間の転倒経験」は転倒リスクと重複しているため，削除して 4 項目と

した
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ため，地域在住自立高齢者の転倒リスクとその関連

要因および性差について検討することであった。調

査対象者は，京都府中部の中規模市町村である亀岡

市の全高齢者を母集団とした自立高齢者である。な

お，分析は欠損値を除いて行っているためすべてに

回答した解析対象数は少なくなったが，全対象者

（男性5,598人，女性6,456人）を母数とした各調査

項目への回答率（男性86.9～100，女性86.2～

100）では極端に低い数値のものはなく，欠損値

による大きなバイアスは少ないと判断した。このこ

とを踏まえて以下に考察を述べる。

. 地域在住自立高齢者の転倒歴および転倒リス

クの実態と性差

地域在住自立高齢者の約20は，過去 1 年間に転

倒の経験があり，5 人に 1 人は年に 1 回以上転倒し

ていると推察された。この結果は，高齢者の約20
が毎年転倒したとの報告3)や地域在住の高齢者の

12.7～20.8が過去 1 年間に転倒したとの報告4)

と類似の数値を示し，先行研究を支持するものとな

った。しかし，これら先行研究で示された転倒の発

生頻度は，地域に在住する要介護を含む高齢者を対

象とした数値であり，本研究のように自立した高齢
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表 性別にみた転倒リスクに関連する要因のロジスティック回帰分析1)

要 因 カテゴリ

男性 n＝3,4422) 女性 n＝3,4173)

ロジスティック
回帰係数

オッズ比4) 95
信頼区間 P 値

ロジスティック
回帰係数

オッズ比5) 95
信頼区間 P 値

指標 1
運動機能6)

「該当あり」
（参照「該当なし」） 1.32 3.76 2.91～4.86 ＜0.001 1.21 3.35 2.75～4.07 ＜0.001

指標 2
低栄養

「該当あり」
（参照「該当なし」） 1.05 2.85 1.58～5.16 0.001 ― ― ― ―

指標 3
口腔機能

「該当あり」
（参照「該当なし」） 0.81 2.24 1.82～2.75 ＜0.001 0.49 1.63 1.33～2.00 ＜0.001

指標 4
閉じこもり

「該当あり」
（参照「該当なし」） ― ― ― ― ― ― ― ―

指標 5
物忘れ

「該当あり」
（参照「該当なし」） 0.49 1.64 1.35～1.99 ＜0.001 0.38 1.47 1.22～1.76 ＜0.001

指標 6
うつ傾向

「該当あり」
（参照「該当なし」） 0.63 1.88 1.54～2.31 ＜0.001 0.66 1.93 1.61～2.31 ＜0.001

指標 7
IADL

「低い」
（参照「問題なし」） 0.29 1.34 1.06～1.70 0.018 0.61 1.84 1.35～2.51 ＜0.001

指標 8
知的能動性

「低い」
（参照「問題なし」）

― ― ― ― ― ― ― ―

指標 9
社会的役割

「低い」
（参照「問題なし」） ― ― ― ― ― ― ― ―

定数 －11.17 ＜0.001 －9.83 ＜0.001

注1) ステップワイズ法により，年齢および教育年数を調整後
注2) 男性の n は，性，年齢，教育年数，転倒リスク，判定 1～9 のすべてに回答した人数
注3) 女性の n は，性，年齢，教育年数，転倒リスク，判定 1～9 のすべてに回答した人数
注4) 男性のオッズ比は，年齢，教育年数を共変量とし，ステップワイズ法により選択されなかった変数を除いて算出した値
注5) 女性のオッズ比は，年齢，教育年数を共変量とし，ステップワイズ法により選択されなかった変数を除いて算出した値
注6) 運動機能評価は本来 5 項目だが，「過去 1 年間の転倒経験」は転倒リスクと重複しているため，削除して 4 項目とした
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者に限って言えば，20の転倒率というのは決して

低い数値とは言えないであろう。そのため，自立し

た高齢者であっても，転倒は起こりやすい事故であ

ることを伝え，転倒予防のための啓発をすすめてい

くことが重要であると考える。

また先行研究で示されている転倒率の数値に若干

の差異がみられるのは，転倒の記録方法（調査方法）

や観察期間に違いがあること，転倒の定義が十分明

らかになっていないことが指摘されている6)。観察

期間が長くなるほど転倒発生率は減少傾向になると

の報告24)もあるが，過去 1 年間の記憶による回答で

あってもおおむね信頼できるデータが得られ，地域

における調査では過去 1 年間の記憶に基づく調査が

主流25)であることから，本研究において過去 1年間

の回想による回答方法は，妥当な方法であったと考

えている。転倒の定義について安村6)は，「本人の

意思からでなく，地面またはより低い面に身体が倒

れること」と定義しているが，転倒に関連する国内

外の研究がこのように転倒の定義を明確に示したう

えで行っているとは限らない。本研究においても，

質問紙調査で「過去 1 年間に転倒しましたか」と

質問しているにとどまっているため，単なる尻もち

や地面に手をつく程度は「いいえ」と答えている可

能性がある。これらのことを考慮すると，地域で自

立して生活している高齢者の 5 人に 1 人が「転倒し

た」と回答していることは注目すべき結果と受け止

めている。

また転倒は，男性よりも女性に多いことが示さ

れ，女性が男性よりも転倒しやすいというこれまで

の研究結果4～6,26)を支持するものであった。その理

由として，男性は女性よりも筋力，バランス能力に

優れていることが考えられる7,26～28)。一方，要介護

高齢者を対象にした調査29)では，女性よりも男性に

転倒率が有意に高いとの報告もあるが，本調査では

対象者が自立高齢者であることから一概に比較はで

きない。また本研究を含むこれらの研究は「過去 1
年間」についての結果であり，5 年間を視野に入れ

れば，村木ら7)の報告にあるように性差は認められ

なくなるとも考えられる。この点については，今後

コホート研究をすすめていくうえで検討課題として

いきたいと考えている。

さらに，本研究結果から，地域に在住している自

立高齢者の約25，つまり 4 人に 1 人は将来転倒す

る可能性のある「転倒リスク」を有していること，
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とくに，この転倒リスク保有者の割合は女性が男性

に比べて有意に高いことが明らかになった。本研究

と同じ転倒リスクスケールを用いて年齢別に検討し

た研究はみられないため，転倒経験のみを指標にし

た研究を参考にすると，転倒発生率は高齢になるに

したがって上昇したとの報告5,6)があることから，

本研究結果は先行研究と大きく矛盾するものではな

いと考える。また，年齢区分別性別の転倒リスクで

は，すべての年齢層において女性は男性よりも転倒

リスクが高く，80歳以上の女性の 2 人に 1 人は 6 か

月以内に転倒する可能性があることが示唆された。

今回と同じ転倒リスクスケールを用いた研究はまだ

緒に就いたばかりであり30)，性差に関する研究成果

も十分報告されていない。しかし，転倒を引き起こ

すリスクを多面的にとらえ，転倒予防を早期から取

り組むことはきわめて重要であると考える。

. 転倒リスクの関連要因と性差

1) 転倒リスクの関連要因

転倒はさまざまな要因によって発生し，年齢，性

別，人種，疾患などの生物学的リスク，多剤服薬や

過度のアルコール摂取，運動不足などの行動的リス

ク，家庭や公共施設などの環境的リスク，低所得，

教育レベルなどの社会経済的リスクが指摘されてい

る2～8)。本研究においても，9 つすべての評価指標

（運動機能，低栄養，口腔機能，閉じこもり，物忘

れ，うつ傾向，IADL，知的能動性，社会的役割）

と有意な関連がみられ，転倒が複合的な要因に関連

しているとする先の研究を裏付けるものといえる。

これらの要因が，どの程度転倒リスクに関連するか

を明らかにするため，各評価指標別にロジスティッ

ク回帰分析を行ったところ，転倒リスクに最も強い

影響を及ぼすと考えられたのは運動機能で，次いで

口腔機能であった。

また，上述したように，転倒リスクはさまざまな

要因が関連していることから，相互の関連性を考慮

して分析した結果，なお独立して男女とも有意差の

みられたものは，運動機能，口腔機能，物忘れ，う

つ傾向，IADL であった。

このように，運動機能が低下すると，男女とも転

倒リスクの大きな要因であることが推察された。運

動機能低下と転倒に関しては多くの研究が報告され

ており7,8,26,31～35)，木村ら35)も，地域在住高齢者に

おいてつまづきやふらつきと体力との関連を指摘し

ている。これらは運動機能を反映するものであり，

運動機能と転倒との関連を裏付けるものとなってい

る。

口腔機能については，運動機能ほど強い影響はな

いものの，口腔機能が低下すると男女とも転倒リス

クが高くなった。口腔機能の低下は，咀嚼力や嚥下

能力の低下を示すものであり，Yoshida ら36)は，歯

を喪失した者ではバランス能力が低いことを指摘し

ている。

物忘れと抑うつについても，転倒との関連を指摘

する先行研究8,30,34)があり，本研究はそれらを支持

するものとなった。米国老年医学会，英国老年医学

会，米国整形外科学会によるガイドライン34)におい

て，うつ傾向は2.2倍転倒に関与しているとされ，

本研究での結果は妥当なものと考える。その理由と

して，抑うつ傾向を伴う高齢者においては，体幹保

持能力や平衡反応能力が低く，四肢の筋肉量も少な

いこと，心気性を伴うため転倒不安が強く，医療機

関に受診する頻度が多くなり服薬数も多くなること

が指摘されている30)。

IADL を構成する外出や家事，請求書の支払や預

貯金の払い出し能力は，運動機能や認知機能が求め

られ，これらが低下すると転倒リスクを高めること

が推察された。IADL について鈴木は22,23)，かつて

は「していた」ことを「できるがしなくなり」やが

て「できなくなる」ことから，「実行状況」を把握

することは，介護予防をすすめるうえで意義がある

と指摘している。本研究でも「できるがしていない」

は「していない」に区分し「実行状況」を問う内容

となっているため，より将来を予測した評価が可能

になっていると考える。

一方，評価指標相互の影響を調整して分析したロ

ジスティック回帰分析（ステップワイズ法）の結果

において男女とも変数選択されなかったのは，閉じ

こもり，知的能動性，社会的役割であった。

閉じこもりについては，転倒との関連を指摘する

先行研究が数多くあり37,38)，本研究においても単独

要因では有意差がみられたが，年齢と教育歴，他の

要因を調整して分析した場合には関連が認められな

かった。このことは，閉じこもりが転倒のみなら

ず，身体的，心理的，社会的機能も低下させ37,38)，

相互に影響を及ぼしているためと考えられる。

知的能動性と社会的役割もまた，他の要因との相

互作用があると考えられる。知的能動性や社会的役

割は，IADL の障害に数年先行して障害を受けやす

いことが指摘され39)，独立して転倒リスクに影響を

及ぼさないにしても，いずれ IADL の障害を来た

し，転倒リスクを高める可能性があると考えられる。

2) 関連要因の性差

前述した通り，転倒や転倒リスクの出現頻度が男

性と女性で異なった様相を呈したことは，これらを

引き起こす背景要因が性によって異なると推察され

る。性差がみられたのは，低栄養，口腔機能，
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IADL，知的能動性であった。このうち低栄養，口

腔機能低下は男性の方が，IADL，知的能動性は女

性の方が転倒リスクへの影響を強く受けていた。

低栄養，口腔機能ともに，食生活との密接な関連

があり，女性よりも体格の大きい男性の食生活が乏

しくなると加速度的に筋力や活力への影響が反映さ

れると推測される。しかし，咀嚼力には性差がない

との報告40)もあり，この点については，今後さらに

分析をすすめる必要がある。

女性が男性に比べて IADL，知的能動性の影響を

強く受ける理由として，一般に女性は，男性に比べ

て近所づきあいや親せきづきあい，知人・友人との

交流に熱心で，ソーシャルサポートネットワークが

豊かである41)と言われており，この機能が低下する

と活力や気力に影響を与え，その結果転倒リスクが

高くなると推察される。

運動機能，閉じこもり，物忘れ，うつ傾向，社会

的役割は，転倒リスクとの単一の関連性は認められ

たが，性差はみられなかった。つまり，これらの要

因は，程度の差はあっても男女ともに転倒リスクと

なり得ると考えられる。なかでも運動機能について

は，男性の方が筋力，バランス能力等に優れている

ために，女性の方がより転倒しやすいと考えられ

る7,26～28)が，運動機能低下による転倒リスクへの影

響には性差がないことがわかった。このことは，も

ともと女性は男性よりも運動機能が低いために転倒

しやすいが，男女とも同じ運動機能レベルと仮定す

ると，運動機能が低下すると転倒しやすくなるには

性差がないということになる。したがって，転倒予

防のためには，男女とも運動機能を低下させないこ

とが重要であるが，女性はとくに運動機能を向上さ

せる取り組みが必要であると考えられる。この点に

ついては，今後体力測定結果と合わせてコホート研

究を進めていく予定である。

また，転倒には，社会環境的要因も関連している

と指摘されている2～8)ように，本調査結果からも，

男性においては，低栄養や口腔機能低下という食生

活との関連が強く示唆され，女性においては，

IADL や知的能動性といった社会的要因が強く影響

を及ぼしていると推察された。

世界保健機関 WHO のレポート2)では，転倒は男

性高齢者より女性高齢者に起こりやすい一方で，転

倒に関連した死亡率は，男性高齢者の方が高いこと

から，転倒予防に関する政策・方針やプログラムに

は性別の視点を反映させる必要性を指摘している。

本研究においても，転倒と関連する要因に性差がみ

られたことから，性別を考慮した支援策の検討も意

義があると考える。

また，転倒リスクはさまざまな要因が複雑に絡ん

でおり，単独要因に比べ複数要因を有している者の

転倒発生リスクは，相加的，相乗的に大きくなる42)

との報告があることから，心身の要因の相互作用を

含めた対策を検討する必要がある。角田ら32)も，転

倒予防のストラテジーは，各人の転倒リスクをアセ

スメントシートや機能評価検査で評価し，その結果

に基づいて転倒要因を解消させることが重要との見

解を示している。最近では，山田43)が，テーラーメ

イド型の予防介入を提唱しており，個別アセスメン

トに基づく転倒予防の知見の積み重ねが期待されて

いる。

. 本稿の独自性と限界

本研究は，京都府亀岡市の地域在住の自立高齢者

全数を対象にした研究であり，将来の転倒リスクを

予測し，転倒予防対策を検討するための基礎資料と

なり得ると考える。

今回は，性，年齢，教育年数，運動機能等の内的

要因を中心に分析したが，生活環境，住環境等の環

境要因や社会的要因を加味して総合的，構造的に分

析する必要がある。また，本研究は横断的分析にと

どまっていることから，その要因の因果関係を明ら

かにしたわけではない。今後は，前向きコホート研

究をすすめ，転倒リスクの検証を行っていきたいと

考える。

 結 語

地域在住自立高齢者の転倒リスクとその関連要因

および性差について検討することを目的に調査を行

った結果，以下のことが明らかになった。

1) 本調査回答者の20.8（5 人に 1 人）は過去

1 年間に転倒を経験しており，男性（18.4）に比

べ女性（22.8）が有意に高率であった。

2) 本調査回答者の26.6（4 人に 1 人）は，近

い将来転倒するリスクを有し，リスク保有率は男女

とも高齢になるにしたがって高率になり，年齢区分

別にみると，女性は男性の1.1～1.5倍であった。

3) 転倒リスクには，男女とも，運動機能，低栄

養，口腔機能，閉じこもり，物忘れ，うつ傾向，

IADL，知的能動性，社会的役割のすべての評価指

標が有意関連要因と認められ，各評価指標のレベル

が低いほど転倒リスクが高かった。

4) それぞれの要因を調整して分析した結果，転

倒リスク要因には，男性は運動機能，低栄養，口腔

機能，物忘れ，うつ傾向，IADL が，女性は運動機

能，口腔機能，物忘れ，うつ傾向，IADL が有意に

関連し，とくに運動機能低下は男女とも最も関連の

強い要因であった。
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5) 転倒リスクとの関連において性差がみられた

のは，低栄養，口腔機能，IADL，知的能動性であ

り，低栄養，口腔機能は男性が有意に高く，

IADL，知的能動性は女性が有意に高かった。

本研究は，文科省科研費基盤研究（A）24240091（代

表者木村みさか），挑戦的萌芽研究 25560339（代表者木

村みさか），特別研究員奨励費 23333（代表者山田陽介）

および京都府地域包括ケア推進機構，亀岡市からの助成

を受けて実施したものである。協力いただいた亀岡市職

員，京都府地域包括ケア推進機構職員，関係者各位，な

らびに住民の皆さまに厚くお礼申し上げる。

(
受付 2014.10. 6
採用 2015. 5.18)
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Fall risk factors and sex diŠerences among community-dwelling elderly individuals
in Japan

A Kameoka study
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survey of geriatric population

Objectives Although factors associated with falls might diŠer between men and women, no large-scale stu-
dies were conducted to examine the sex diŠerence of risk factors for falls in Japanese elderly. The
purpose of this study was to examine fall risk factors and sex diŠerences among community-dwelling
elderly individuals using a complete survey of the geriatric population in Kameoka city.

Methods A self-administered questionnaire survey was conducted with 18,231 community-dwelling elderly
individuals aged 65 years or over in Kameoka city, Kyoto Prefecture, between July and August
2011, excluding people who were publicly certiˆed with a long-term care need of grade 3 or higher.
The questionnaire was individually distributed and collected via mail. Out of 12,159 responders
(recovery rate of 72.2), we analyzed the data of 12,054 elderly individuals who were not certiˆed
as having long-term care needs. The questionnaire was composed of basic attributes, a simple
screening test for fall risk, the Kihon Check List with 25 items, and the Tokyo Metropolitan In-
stitute of Gerontology (TMIG) index of competence with 13 items. These items were grouped into
nine factors: motor function, malnutrition, oral function, houseboundness, forgetfulness, depres-
sion, Instrumental Activity of Daily Living (IADL), intellectual activities, and social role.

Results Of all the respondents, 20.8 experienced falls within the last year, and 26.6 were classiˆed as
having high fall risk. Fall risk increased with age in both sexes, and risk in all age groups was higher
for women than for men. All factors were signiˆcantly associated with fall risk in both sexes. After
controlling for these factors, a signiˆcant relationship was found between fall risk and motor func-
tion, malnutrition, oral function, forgetfulness, depression, and IADL in men and motor function,
oral function, forgetfulness, depression, and IADL in women. The deterioration of motor function
was associated with three-times-higher risk than non-deterioration of motor function. In addition,
signiˆcant interaction was found in sex × malnutrition, oral function, IADL, and intellectual activi-
ties; malnutrition and low oral function were stronger factors in men than in women; and IADL and
intellectual activities were stronger factors in women than in men.

Conclusion One in ˆve community-dwelling independent elderly individuals experienced falls in the last
year, and one in four had high fall risk. We found a signiˆcant relationship between fall risk and the
nine factors, particularly deterioration of motor function in both sexes. Sex diŠerence was observed
for fall risk factors; therefore, a sex-speciˆc support policy for fall prevention is necessary.
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